憲　　法

第２回（令和５年１１月１３日（月））
※　憲法の私人間効力

　　民法１条①　私権は，公共の福祉に適合しなければならない。

　　　　　　②　権利の行使及び義務の履行は，信義に従い誠実に行わなければならない。

　　　　　　③　権利の濫用は，これを許さない。

　　民法９０条　公の秩序及び善良の風俗に反する事項を目的とする法律行為は，無効とする。

４　人権の分類と限界

（１）「人権」は国に何を求めるものか？（ｐ３２～）
※自由の保障のあり方

　①権力への自由・・・・国政に参加させろ！（主権的権利）
（参政権）：15条（直接「選定」=国政・地方選挙、直接「罷免」＝国民審査）
　　国会：公職選挙法→選挙制度（選挙権・被選挙権）
　　②権力からの自由・・・国は自由を妨害するな！

（自由権）18～23条、29条、31条、33～40条
（平等権）：14条1項　差別的な扱いをするな！

　　国会：自由を侵害しない平等な法律を作る（法内容の平等）
　裁判所：自由を侵害された人を裁判で救済する
　　③権力による自由・・・国は①②の実現に必要な条件や環境を整備せよ！

（社会権）：25条（生存権＝生活保護法を制定して保障せよ！）
26条（教育を受けさせろ！　学校教育法）
27条、28条（労働基本権）

　　　（平等権）：国家による平等？　国は差別された人々を優遇せよ？
　　　　　国会：権利を実現するために必要な法制度を整備する
　　　　　内閣：法律に従って必要な環境を整備する

　※三権のうちのどこが実現のための役割を果たすか
　※憲法の人権規定に違反する国の行為は「効力を有しない」（98条1項）。
（２）「人権」に限界はあるか？（ｐ４２～）
　　国家は、憲法上の人権を尊重する法的義務を負う。

　　しかし、国家は人権制限を一切許されないというわけではなく、すべての個人を平等に尊重するために必要な限度での制限は許される。

※人権制限の根拠（「公共の福祉」）・・・12条、13条、22条、29条
　　　「公共の福祉」＝すべての個人に等しく人権を保障するために必要な措置
　　　①人権と人権の衝突を調整する措置：利益衡量
　　　　→表現の自由（裁判所による事前差止）vsプライバシー権

　　　②他人の人権を侵害する行為を禁止する措置：侵害原理

　　　　→刑法の規定（殺人罪＝3年以上の懲役・無期懲役・死刑）

　　　③他人の利益のために人権を制限する措置

　　　　→街並みの美観を保護するために看板を規制する条例
　　　　　（「全体の利益」ではなく、あくまでも個々人に着目した利益）

　　　④本人の利益のために本人の人権を制限する措置：パターナリズムに基づく制約
　　　　→「有害図書」指定制度

　　　　　（子どもや精神障害者の利益保護。本人の判断を尊重することが、その人を個人として尊重することにならない場合）
５　表現の自由と情報
（１）なぜ「表現の自由」なのか？（ｐ６２～）
　　　→個人の自己実現（他者とのコミュニケーションを通じて自己を実現する）と自己統治（社会的な共同決定への政治参加）にとって不可欠な人権。
　　　※「二重の基準」論（ｐ４４）

　　　　情報を入手して自分で判断できる自律的主体：個人主義の基礎

　　　　自律的個人が社会における共同的意思決定に参加：民主主義の基礎

　　　※歴史的意義と保障範囲の拡大（現代的意義）
　　　　元来、　①政治的な・②言論を・③表明する　自由（→事前検閲の絶対的禁止）
　　　　　　　　　　　　　↓　マスコミの発達
　　　　①内容：政治的内容に限らず、いかなる内容でも一応は表現の自由を保障。

　　　　　　　　例：わいせつ・名誉棄損・プライバシー侵害的表現，ヘイトスピーチ
　　　　②方法：口頭や文字による言論に限らず、一切の態様の表現を保障。
　　　　　　　　例：映像、音楽、演劇、放送、インターネット

　　　　③時間：外部への表明行為に限らず、前後の時系列にも保障が及ぶ。

　　　　　　　取材の自由→加工・編集の自由→表明の自由　　→　　受領する自由　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（送り手）　　　　　　（受け手）
（２）「プライバシー権」とは何か？（ｐ４６）
　　　→元来は、国家権力から「放っておいてもらう権利」
　　　→現在は次の4つに整理される。

　　　　①私的な秘密領域への侵入を受けない権利（×覗き見、盗聴）…35条

　　　　②人に知られたくない秘密を暴露・公表されない権利…21条2項

　　　　③本人の実像とは異なる印象を与えるような描写を流布されない権利

　　　　④氏名や肖像を無断で広告等に利用されない権利

　　　
　　　※憲法上の「新しい人権」か？（ｐ３５）
　　　　①自律的な生き方のために不可欠な利益であること。

　　　　②その利益の確保が非常に困難な（＝侵害の危険性が非常に高い）こと。

　　　　・自己決定権

　　　　・人格権

※個人情報コントロール権
　　　　個人情報保護法の制定
（３）「知る権利」とは何か？
　　　情報の表現者（マスコミ）と受領者（国民）の分離により、双方の利害が対立。
　　　　　　↓　情報の受け手の立場から「表現の自由」を再構成する必要

　　　①国民が情報を受け取る（ことを邪魔されない）権利（国家からの自由）

　　　②受け取った情報をもとに政治的意思決定に参加する権利（国家への自由）

　　　③必要な情報の提供を国家に対して要求する権利（国家による自由）

　　　※「知る権利」（とくに③）を具体化する手段

　　　　→情報公開法の制定（国家の有する全情報は国民に公開されるのが原則）

　　　　　例外（非公開）：個人のプライバシー情報、国家の安全保障に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…特定秘密保護法

　　　※（マスコミの）報道の自由（その前提としての取材の自由）
　　　　→（国民の）国家に対する「知る権利」に奉仕すべき報道機関の責務

　　　※「知る権利」vsプライバシー権？
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